
1 
 

不拡散及び軍縮に関するＧ７声明 

ルッカ，イタリア 

平成２９年４月１１日 

 

国際社会は，不拡散及び軍縮の分野において，地域的に又は世界的に多くの深刻な困難に

継続して直面している。北朝鮮の核計画及びミサイル計画は，新たな段階の脅威であり，Ｇ

７及び国際社会による強力で断固とした対応を求めるものである。シリアにおいて，シリア

軍及びＩＳＩＬ／ダーイシュによる化学兵器及び毒性化学物質の兵器としての使用が確認

されたことは，非常に憂慮すべきであり，長年に及ぶタブーを破るものである。通常兵器の

テロリストへの不正な拡散も，より適切な輸出管理及び国境警備措置によって対処すべき深

刻な脅威を示す。 

 

我々は，国際の平和と安全を保障し，より不安がなく，より安定して，より安全な世界に

導くための条件を作り出すことへのコミットメントを改めて表明する。我々は，核兵器を削

減し，最終的に廃絶するためのあらゆる努力の有効性は全ての国の安全保障環境の改善に依

拠していることを認識しつつ，国際社会の安定を促進する形で，また，核兵器不拡散条約（Ｎ

ＰＴ）に従って，この目標を達成することを目的とした核兵器に関する軍備管理・軍縮・不

拡散分野での更なる実践的かつ具体的な措置を支持する。 

 

我々，Ｇ７メンバーは，国連安全保障理事会決議第２２３１号（２０１５）によって支持

された包括的共同作業計画（ＪＣＰＯＡ）の完全な履行と共に，引き続き核不拡散体制の礎

石であり，核軍縮と原子力の平和的利用の基礎であるＮＰＴの，２０１７年－２０２０年の

運用検討サイクルに積極的に貢献することに引き続きコミットする。 

 

地域における不拡散の課題 

１．我々は，複数の地域における継続的な大量破壊兵器の拡散及び最近当該兵器が民間人に

使用されたことを深刻に懸念する。 

２．北朝鮮の核計画及び弾道ミサイル計画は，地域及び国際の平和と安全に対する深刻かつ

増大する脅威であり，不拡散体制への明白な違反である。我々は，国連安全保障理事会

決議第１７１８号，第２２７０号及び第２３２１号の下での国際的な義務に明白に違反

して北朝鮮により行われた全ての核実験及び弾道ミサイル発射を最も強い表現で非難

する。国際社会が更なる挑発活動を行わないよう繰り返し求めてきたにもかかわらず，

北朝鮮が４回目及び５回目の核実験を実施し，２０１６年初頭から，劇的に弾道ミサイ

ルの発射を増加させてきたことは大変遺憾である。 

３．我々は，北朝鮮の指導部が，全ての関連する国連安全保障理事会決議を即時かつ完全に

履行し，不安定化させる，又は挑発的ないかなる行動も自制すべきであるとの要求を改

めて表明する。我々は，北朝鮮に対して，２００５年９月１９日の六者会合共同声明の

下のコミットメントを遵守し，ＮＰＴ及び国際原子力機関（ＩＡＥＡ）保障措置に早期
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に復帰するよう要求する。 

４．我々は，北朝鮮の核兵器及びその運搬手段の開発に対する国際社会の強固な反対を想起

し，朝鮮半島の完全な，検証可能な，かつ，不可逆的な非核化という目標に対する我々

の支持を改めて表明する。 

５．我々は，北朝鮮の大量破壊兵器による脅威を外交的手段によって解決するという共通の

目的を再確認する一方で，この問題には強力かつ一体となった対応が必要であると確信

する。我々は，２０１６年１１月３０日の国連安全保障理事会決議第２３２１号の全会

一致での採択を歓迎し，全ての国に対して，過去の関連する国連安全保障理事会決議と

同様に同決議を完全に履行するための努力を倍加するよう求める。我々は，北朝鮮が軍

事的な核及び運搬手段の能力向上を進めることを阻止するための措置を早急に強化す

ることを決意する。 

６．我々は，北朝鮮に対して，化学兵器のいかなる使用の自制及び化学兵器禁止条約（ＣＷ

Ｃ）への加入を要請する。北朝鮮は，ＣＷＣの締約国でない僅か４つの国連加盟国の内

の一つである。 

７．我々は，２月１３日にクアラルンプール国際空港第２ターミナルで発生した死亡事案に

おいて化学兵器が使用されたとの報告に対する深刻な懸念を表明し，マレーシア政府の

進める調査に対する全面的な支援を表明する。我々は，本件に関するマレーシア政府の

化学兵器禁止機関（ＯＰＣＷ）との協力を歓迎する。 

８．ＯＰＣＷ・国連共同調査メカニズム（ＪＩＭ）が，シリア国軍による３件及びＩＳＩＬ

／ダーイシュによる１件の，毒性化学物質の兵器としての使用を含む化学兵器の使用を

認定したこと，及び使用疑惑の報告が続いていることは，重大な懸念事項である。 

９．４月４日の南イドリブのハーン・シャイフーン地域への空爆において化学兵器が使用さ

れたとの報道に驚きを禁じ得ない。我々は，化学兵器禁止機関（ＯＰＣＷ）の事実関係

調査ミッション（ＦＦＭ）を全面的に支持し，仮にＦＦＭが，化学兵器が使用された又

は使用されたと思われるとの結論を出した場合には，ＯＰＣＷ・国連共同調査メカニズ

ム（ＪＩＭ）が，加害者の特定という自らの任務に関する調査を早急に実施すべきであ

ることを強調する。我々は，今回の極悪非道な事件に関するＯＰＣＷの調査の早急な完

了を達成するために，シリア・アラブ共和国及びシリアの全ての当事者に対して，ＯＰ

ＣＷに対して全面的に協力するように呼びかける。 

１０． 我々は，シリアにおける毒性化学物質の兵器としての使用を含む，あらゆる化学兵

器の使用を最も強い言葉で非難し，化学兵器の使用により市民が殺害され負傷している

との報告に関して警告を表明する。我々は，国連安全保障理事会が，ＪＩＭの衝撃的な

認定への対応として実質的な行動をとるべきであることを引き続き確信しているとと

もに，２０１７年２月に，シリアの化学兵器の使用に関する責任者への制裁導入に関す

る決議案に対して拒否権が行使されたことを遺憾に思う。 

１１． 恐ろしい行為を行った加害者を特定し行為の責任を追及することは今後の化学兵器

による攻撃を抑制するために重要である。これは，追加的な残虐行為及び国際規範を破

る行為を防ぐための化学兵器使用の加害者の責任を追及する重要性を補強するもので
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ある。この理由から，我々は，ＪＩＭの活動に対する全面的な支援を再確認し，２０１

６年１１月１７日に国連安全保障理事会決議第２３１９号で，ＪＩＭの任期を更に一年

延長することが全会一致で合意されたことを歓迎するとともに，ＪＩＭが早急に任務を

完了する準備を確保することを求める。 

１２． この文脈から，我々は，シリア・アラブ共和国が，２０１６年１１月１１日の第８

３回ＯＰＣＷ執行理事会決定における，毒性化学兵器の更なる使用の早急な停止，要請

されるＯＰＣＷ査察の遅延なき受入れ，シリアの化学兵器プログラムに関する申告とＯ

ＰＣＷへ提出された情報の隔たり，矛盾，不一致を含む未解決事案の処理を含むＣＷＣ

上の義務をこれ以上の遅延なく果たすことを要請する。 

１３． 同時に，我々は，シリアとイラクで化学兵器が使用されたとの報告に照らして，毒

性化学物質の兵器としての使用を含むテロリストによる化学兵器の使用という重大な

脅威に対抗するために世界中のパートナーと共闘していくというコミットメントを改

めて表明する。 

１４． 小型武器による不安定化の影響に対する戦いにおいて，サヘル及び北アフリカ地域

におけるＧ７の関与が引き続き重要である。 

 

ＮＰＴ運用検討サイクル 

１５． 我々は，ＮＰＴの目的や義務に対する我々の完全なコミットメントを再確認し，こ

の条約の全ての側面（不拡散，軍縮及び原子力の平和的利用）の支持と強化に向けた我々

の努力を倍加することを約束する。我々は，引き続きＮＰＴの普遍化にコミットし，未

締約国に対して遅滞なく無条件でＮＰＴの締約国になることを求める。 

１６． 我々は，２０１７年５月２日から１２日にウィーンで開催される２０２０年ＮＰＴ

運用検討会議第１回準備委員会が成功裏に実施されるよう共に取り組むとともに，次の

４年間の運用検討サイクルの間に前進することの重要性を強調する。我々は，全ての締

約国がバランスのとれた条約の運用検討のために建設的な貢献をすることを求める。 

１７． ＩＡＥＡ及びその保障措置制度の役割は，核不拡散体制において最も重要であり続

けている。我々は，国際的な検認基準としてのＩＡＥＡの包括的保障措置協定及び追加

議定書の普遍化を引き続き促進する。我々は，まだ追加議定書を署名又は締結していな

い全ての国に対し，これを署名又は締結するように，また，関係のある国については，

改正少量議定書を採択するよう呼びかける。我々は，必要に応じた技術支援の提供を歓

迎する。我々は，核燃料サイクルに対してＩＡＥＡ保障措置及び追加議定書を適用する

ことの重要性を強調する。 

１８． 我々は，全てのＮＰＴ締約国が，ＮＰＴに従い，原子力エネルギーを平和的目的に

利用する奪い得ない権利を有することを認識する。我々は，引き続き，核不拡散義務を

果たし，完全な透明性と，最高水準の原子力安全，核セキュリティ及び核不拡散に従い，

かつ環境に配慮した形で平和的な民生用原子力計画を策定することを希望する国々と

協力する用意がある。この関連で，我々は，これらの要素が原子力エネルギー・技術の
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平和的利用の実現にあたっての重要な要素であることを強調する。 

１９． 我々は，ＮＰＴに一致する形で，原子力技術を安全かつセキュリティが確保された

形で平和的に利用するために，世界中で能力強化を行うために重要な調整役を果たして

いるＩＡＥＡと協働することへのコミットメントを改めて表明する。我々は，ＩＡＥＡ

の平和的利用イニシアティブ，及び持続可能な開発のための２０３０アジェンダの目標

達成に効果的に貢献し得る能力構築のための活動を追求するＩＡＥＡ事務局長を支持

する。我々は，これらの取組に対する更なる貢献を歓迎する。我々は，保健・医療，農

業，水資源管理，工業適用，エネルギー等の分野で原子力技術から得られる利益を促進

するための効果的な手段，かつ開発ニーズを満たすものとしてＩＡＥＡの技術協力プロ

グラムにコミットする。 

 

核軍縮及び軍備管理 

２０． 我々は，紛争のリスクを削減し，拡大のリスクを管理し，破壊的な軍備競争を未然

に防ぎ，その他国際社会の平和と安全を促進させるための具体的措置に対する強い支持

を再確認する。我々は，全ての国に対して，核兵器国と非核兵器国の間の対話を含む，

検証可能な核軍縮・不拡散を促進させる，実践的かつ現実的なイニシアティブを我々と

共に追求するよう呼びかける。核兵器のない世界を可能にし得る条件を作り出すための

方法としては，国際社会の安定と全ての人の安全への必要性を考慮した，包摂的，段階

的な進歩的アプローチ以外に選択肢はない。 

２１． この関係で，我々は，核分裂性物質生産禁止条約の目的である，核兵器又は他の核

爆発装置用の核分裂性物質の生産を停止することへの我々の支持を改めて表明し，また，

この分野における課題に対処する核分裂性物質生産禁止条約に関するハイレベル専門

家準備グループの設立を歓迎する。我々は全ての国々に対し，核兵器又は核爆発装置用

の核分裂性物質の生産モラトリアムを宣言し，維持することを求める。 

２２． 我々は，核軍縮検証のための国際パートナーシップ（ＩＰＮＤＶ）によって明らか

となった，実践的で効果的な，核兵器に関する軍備管理及び軍縮における検証イニシア

ティブを開発する核兵器国と非核兵器国との協力の価値を強調する。 

２３． 我々は，Ｇ７内の核兵器国が取ってきた透明性向上の努力を歓迎するとともに，他

国にも同様の取組を行うよう要請する。これに関し，我々は，軍縮・不拡散イニシアテ

ィブ（ＮＰＤＩ）のメンバーがＮＰＴ締約国間の相違の橋渡しをする役割を担ってきた

ことを歓迎する。 

２４． 既存の不拡散，軍縮及び軍備管理条約の誠実な履行は，具体的な安全保障上の利益

と軍備削減を含む安定と安全保障を向上させる更なる措置のために必要な相互の信頼

を強化するために引き続き極めて重要である。我々は，米国及びロシア連邦による新戦

略兵器削減条約（新ＳＴＡＲＴ）の継続的な履行を歓迎する。一つの類に該当する全て

の兵器を廃絶した画期的な軍備管理合意である中距離核戦力（ＩＮＦ）全廃条約が，欧

州の安全保障並びにアジアを含む広範な国際安全保障及び安定を進展させ，引き続き鍵

となる上で，遵守が不可欠である。この文脈において，我々は，ロシア連邦に対し，完
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全かつ検証可能な遵守に関する懸念に対処することにより，ＩＮＦ全廃条約を維持する

よう求める。 

２５． 我々は，全ての国々が，核兵器の実験的爆発又は他の核爆発に関する現行の全ての

自発的なモラトリアムを維持し，また，まだこのようなモラトリアムを実施していない

国々はそれを実施すべきであると信ずる。 

２６． 包括的核実験禁止条約機関の準備委員会によって設けられた検証体制，特に国際監

視制度及び国際データセンターは，北朝鮮が行った核実験に関する重要かつ信頼し得る

データを提供することにより，その実効性を証明している。我々は，関心を有する全て

の国が，国際監視制度を優先事項として完成させるよう強く奨励する。２０１６年の国

際連合安全保障理事会決議第２３１０号を想起しつつ，我々は，包括的核実験禁止条約

（ＣＴＢＴ）が核不拡散及び軍縮に貢献する可能性を有していることに留意する。 

 

大量破壊兵器（ＷＭＤ）の不拡散 

２７． 我々は，地域の安全保障と同時に核軍縮・不拡散を促進することに資するツールと

して，地域の関係国の間で自由な意思により妥結された条約に基づいて設置される既存

の非核兵器地帯を強く支持する。 

２８． 我々は，地域における包括的で持続的な平和のための措置と並んで，中東における

核兵器及びその他の大量破壊兵器・運搬手段のない地帯の設立に引き続きコミットし，

このような目標を達成するための新たな包摂的な地域的対話を求める。 

２９． 我々は，核兵器国と非核兵器国との間の信頼醸成を促進することにより，地域的及

び国際的な安全保障を強化する，法的拘束力のある非核兵器地帯条約の関連する議定書

を発効させることを重視する。 

３０． 我々は、包括的共同作業計画（JCPoA）を不拡散体制に対する重要な貢献として支持

する。JCPoA の継続的かつ完全な履行は、イランの核開発が実際は専ら平和的である旨

の信頼を醸成する上で不可欠である。我々は、JCPoA の包括的な構造、及び全ての当事

者による検証メカニズムへのコミットメントを評価する。我々は、イランの JCPoA への

コミットメントの遵守の確保や義務の保全のための監視及び検証を含む、それにより相

互の信頼を増進する主要な役割を担う IAEA によるイランにおける極めて重要な作業を

称賛し、引き続き支持する。我々は、全ての当事者が、誠実に、JCPoA の下での全ての

コミットメントを完全かつ整合的に履行する必要性を強調する。我々は、イランが自ら

の全ての核関連のコミットメントを厳格に遵守する必要性を再確認する。 

３１． 国連安全保障理事会決議第 2231 号は、武器移転を禁止する規定を含め、完全に履行

される必要がある。我々は、そのような実験は国連安全保障理事会決議第 2231 号に背

ちするため、イランによる弾道ミサイル実験を深く遺憾に思う。我々は、イランが、シ

リア、イラク、イエメン及び地域のその他の各地における、政治的解決、和解及び和平

を実現する取組に貢献することにより、地域における建設的な役割を担い、またテロ及

び暴力的過激主義の拡散への対抗に協力することを求める。 

３２． 化学兵器禁止条約（ＣＷＣ）が発効し２０年周年となり，改めて，ＣＷＣへの強力
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な支持及び化学兵器禁止機関（ＯＰＣＷ）の活動に対して深い謝意を表明する。ＣＷＣ

の普遍化及びＣＷＣの完全かつ効果的な履行は依然として最重要課題である。我々は，

依然として未締約国である全ての国に対して，遅滞なく，無条件でＣＷＣに加盟し批准

することを要請する。 

３３． 我々は，化学兵器禁止機関（ＯＰＣＷ）が推進し，協力し，国連安全保障理事会が

決議第２２９８号（２０１６）を通じて支持した作業において，昨夏，リビアから成功

裏に全ての化学兵器の前駆物質が運び出されたことを賞賛する。 

３４． 我々は，いかなる場所，時，主体，状況においても化学兵器の使用は認められない

旨の非難を改めて表明する。我々は，使用者の責任追及は，今後の化学兵器使用の防止

にとって非常に重要であるからこそ，個人，機関，グループ，政府であれ，化学兵器の

使用に関するいかなる責任も有することを改めて表明する。 

３５． 我々は，テロリストグループや非国家主体の手に化学兵器が渡るという拡大してい

る脅威に対抗すること，非国家主体による化学兵器の保有を根絶すること，化学兵器を

使用した国家や非国家主体の責任の追及を確実にすることに，完全にコミットする。 

３６． 我々は，生物兵器を国際的に禁止する根本理念として生物兵器禁止条約を強く支持

している。生物兵器禁止条約の普遍化を引き続き支持し，全ての締約国による，より実

質的で効果的な履行を主要な優先事項と考える。透明性や信頼醸成措置，自主的な透明

性を高める取組，国際協力や生物・化学兵器使用疑惑の国連事務総長調査メカニズムを

強化する実践的な手順は，条約強化に欠かせない取組である。 

３７． 第８回運用検討会議で次期会期間活動につき実質的な作業計画の合意が達成出来な

かった点を踏まえ，今年の１２月４日から８日に開催される締約国会議で，より強化さ

れた次期会期間活動についての合意を追求し，達成するために，全締約国に対して一層

の努力を求める。 

３８． 生物兵器禁止条約は意図的なバイオセキュリティ脅威に立ち向かう国際社会の重要

な要素であるが，単独で存在せず，すべきものではない。我々は大量破壊兵器の拡散に

対抗するグローバル・パートナーシップや国際保健機関の国際保健規則の履行支援など

を含め，バイオ脅威の予防，検知，対応能力を高めるため様々な関係国際機関や取組と

協力する。その点について，我々は，向こう５年で１００ヶ国以上への共同支援を提案

しており，他国にもこのような共同した努力への参加を求める。 

３９． 我々は，大量破壊兵器及びそれらの運搬手段の拡散並びに非国家主体によるそれら

の潜在的な取得と闘うための努力にとって引き続き極めて重要な手段である国連安全

保障理事会決議第１５４０号につき，昨年１２月に完了した第２回包括的レビューを評

価する。我々は，国連安全保障理事会決議第第２３２５号の採択を歓迎し，更なる能力

構築支援並びに市民社会及び学術界を含む全ての関係者間での更なる緊密な協力を求

める。 

４０． 我々は，能力構築支援の権限と，全ての国に対して国連安全保障理事会決議第第１

５４０号の完全な履行に向けて行動するよう奨励するための権限の行使における，１５

４０委員会の重要性を強調する。我々は，第１回報告書を１５４０委員会に提出してい
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ない国々に対し，これを更なる遅滞なく提出するよう求めるとともに，国連安全保障理

事会決議第１５４０号の履行のために，効果的な輸出管理品目リストの作成を早期に開

始するよう要請する。 

４１． 我々は，国連安全保障理事会決議第１５４０号の完全な履行に係る各国の一義的な

責任を認識しつつ，同決議の完全な履行のためには，政府間及び全ての関係者間のパー

トナーシップが重要であることを強調する。この点に関し，我々は，１５４０委員会と

産業界との対話を促進し，輸出管理を含む分野における政府と民間セクターとの間のパ

ートナーシップを強化するための枠組みである「ウィスバーデン・プロセス」を評価す

る。 

４２． 我々は，国際輸出管理レジーム（原子力供給国グループ，ミサイル技術管理レジー

ム，オーストラリア・グループ）及びザンガー委員会の大量破壊兵器に関連するガイド

ラインの確実かつ効果的な履行を通じて世界的な拡散の脅威を削減することへのコミ

ットメントを改めて表明する。我々は前述の三つのレジームの全参加国に対し，それら

のガイドラインに沿って行動することを求める。また，当該レジーム外の全ての国に対

し，それらのガイドラインを遵守するよう奨励する。更に全ての国に対して，自国の輸

出管理の実施強化や，特に各レジームが対象とする品目や技術の供給を通じて拡散懸念

のある計画に寄与しないよう警戒を求める。 

４３． 我々は，ミサイル技術の拡散が深刻な懸念であり続ける中，本年で発足３０周年を

迎えるミサイル技術管理レジームへの確固たる支持を改めて表明する。 

４４． 我々は，国家の能力構築及び国際協力の促進のための積極的かつ自発的な活動を通

じて，大量破壊兵器，その輸送手段，関連品目等の，拡散懸念国と拡散懸念のある非国

家主体を発着する輸送を阻止するために極めて重要な役割を果たす，拡散に対する安全

保障構想（ＰＳＩ）を引き続き支持する。 

４５． 我々は，２００３年の阻止原則宣言への国際的な支持を拡大することを含めて，増

大する大量破壊兵器拡散の挑戦に対抗するためのアウトリーチ活動を支持する。我々は，

２０１８年にパリで行われるハイレベル政治会合に期待し，ＰＳＩ参加国に対しこれま

での実績を活かしてＰＳＩを更に強化するよう求める。 

４６． 弾道ミサイルの拡散に立ち向かうためのハーグ行動規範（ＨＣｏＣ）は，大量破壊

兵器を運搬可能なものを含むミサイルの拡散に対抗するための，唯一の多国間による透

明性確保及び信頼醸成のための措置である。我々はＨＣｏＣが軍縮・不拡散の目標と体

制を強化することを強調し，引き続きその普遍化を重要な優先課題として推進する。 

４７． 我々は，大量破壊兵器・物質の拡散に対するグローバル・パートナーシップ（ＧＰ）

と，化学・生物・放射線及び核（ＣＢＲＮ）テロリズムを撲滅するためのＧＰによる資

金供与計画と調整活動への揺るぎないコミットメントを確認する。我々は，アフリカを

含む広範な地域へのＧＰの関与に加え，１５４０委員会との連携強化，ＣＢＲＮセキュ

リティ文化の醸成について関心が高まっていることを歓迎する。 
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核セキュリティ及び原子力安全 

４８． 国際社会は，特にテロリスト，過激派，非国家主体及びその他の悪意ある主体によ

る核物質及び放射性物質の潜在的な取得を防ぐことにより，継続的に増大する核物質及

び放射性物質を使用したテロリズムに対して引き続き警戒しなければならない。我々は，

そのような物質の拡散を防ぐことを目的とする措置を含む，国際的な不拡散の努力を強

く支持する。 

４９． ２０１６年１２月５日から９日にウィーンで開催された「ＩＡＥＡ核セキュリティ

国際会議：約束と行動」で採択された閣僚宣言に留意し，我々は，核セキュリティ・サ

ミットの機運を維持することを含めた核セキュリティ強化のためのＩＡＥＡの中心的

な役割を支持することを再確認する。したがって，核テロリズムに対抗するために積極

的に関与している国際機関及び枠組みを更に支援し及び強化するための各国の行動の

調整を含め，核セキュリティ・コンタクトグループの活動に強くコミットする。 

５０． これに関し，核セキュリティ・サミットの遺産を前進させ，強固で包括的な国際的

核セキュリティ体制を支えるに当たって，我々は，国連，ＩＡＥＡ，インターポール，

ＧＩＣＮＴ（核テロリズムに対抗するためのグローバル・イニシアティブ）及びＧＰの

役割を完全に支持する。 

５１． また，我々は，ＧＩＣＮＴの活動を賞賛し，２０１６年６月の１０周年記念会合を

歓迎し，２０１７年６月１日及び２日に東京において開催される１０回目の全体会合に

期待する。 

５２． 我々は，発効から１０周年を迎える核テロリズム防止条約，核物資防護条約及び２

０１６年５月８日に発効したことを強く歓迎する核物質防護条約の２００５年改正の

重要性を強調する。我々は，これらの条約の完全な履行と普遍化に向けた継続的な努力

を完全に支持し，全ての未締結国に対してこれらの条約の締結を要請する。 

５３． 我々は，世界中で高水準の原子力安全を達成し維持すること，及びこの目標に取り

組むための国際協力の重要性を再確認する。原子力発電計画を有する国は，適切な安全

基盤を整備し，十分な人材育成を行う必要がある。我々は，本分野での能力構築に関し

てＩＡＥＡが果たしている中心的な役割への支持を再確認する。我々は，原子力安全関

連条約を締結していない国に対して締結を奨励し，これらの条約の締約国に対して条約

の効果的かつ持続的な運用に取り組むことを慫慂する。我々は，各国に対して，国際的

な原子力損害賠償制度に参加することを呼びかける。 

５４． 我々は，国際的な原子力移転及び原子力協力において最高水準の原子力安全を促進

することの重要性を確認する。我々は，最高水準の原子力安全，核セキュリティ及び不

拡散に従い，原子力発電を新規に計画する国が必要とする安全基盤の整備を促進するこ

とにコミットし続ける。我々は，全ての国に対し，原発を輸出する際，ＯＥＣＤの「環

境と公的輸出信用に関するコモンアプローチ」に合致した行動を取ることを要請し，関
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連するＩＡＥＡのピア－・レビュー・ミッションを輸出先国が最初の原子力発電所の稼

働開始前に受け入れるよう奨励することを求める。 

 

小型武器を含む通常兵器 

５５． 我々は，引き続き世界の多くの部分における安全と発展に対する主要な挑戦である，

小型武器を始めとした通常兵器と関連する弾薬の不法な移転及び不安定化要因となる

蓄積を深く懸念する。この観点から，我々は，２０３０年までに不正な武器の取引を大

幅に減少させるとの持続可能な開発目標のターゲット１６．４を完全に支持する。 

５６． 我々は，武器を用いた暴力を激化させる武器の不正な移転に対する，特にアフリカ

大陸における被害国による取組を認識し，優先的に支援する用意がある。ドナー，地域

機関そして被援助国の間の協調の促進を目的とする，拡大サヘルにおける小型武器管理

に係るＧ７・ＡＵイニシアティブを歓迎する。この点，貯蔵武器の防護及び管理の改善

は重要な要素であり，関連する国家機関に対する能力強化を呼びかける。また，犯罪組

織とテロ集団の能力を高める可能性のある武器の流用に対抗する取組も増強する。 

５７． 我々は，国連小型武器行動計画と同様に，トレーシング文書及び国連軍備登録制度

が引き続き重要であることを認識し，それぞれの措置におけるコミットメントの履行を

全ての国へ呼びかける。また，国際的な組織犯罪の防止に関する国際連合条約を補足す

る銃器並びにその部品及び構成部分並びに弾薬の不正な製造及び取引の防止に関する

議定書の批准に係る検討を全ての国へ呼びかける。 

５８． 我々は，ワッセナー・アレンジメント（ＷＡ）が，通常兵器，汎用品及び技術の移

転に係る透明性と更なる責任を促進し，これにより不安定化をもたらす蓄積を防ぐこと

によって，国際的及び地域的な安全保障と安定に貢献することを強調する。我々は，Ｗ

Ａに参加していない国々に対し，その基準と輸出管理品目リストを適用するために最大

限努力するよう呼びかける。我々は，通常兵器の不法な移転を防ぐためにＷＡにおける

協力を引き続き強化し，この点において，全ての国に対して，機敏な品目と技術に関す

る輸出管理の厳格な実施を続けるよう要請する。 

５９． 我々は，国際的及び地域的な平和，安全及び安定に貢献するため，武器貿易条約で

求められているような，通常兵器の輸出入に係る効果的な国家管理制度の促進を継続す

る。 

 

宇宙 

６０． 宇宙活動は，国家の社会的、経済的、科学的及び技術的な発展並びに国際的な平和

及びセキュリティの維持に重要かつますます増大する役割を果たしている。この文脈で，

我々は，平等の基礎に立ち，国際法に沿った宇宙空間の平和的探査及び利用を確保し，

安全、セキュアで、持続可能な宇宙環境を保つことへのコミットメントと，迅速かつ実
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践的な方法により，あらゆる宇宙活動について責任ある行動に関する原則を発展させ，

実施することの必要性を改めて表明する。 

６１． 我々は，全ての国に対し，衛星破壊実験によるものを含む，無責任で意図的な宇宙

物体の破壊及びその他の直接的又は間接的に宇宙物体の損害又は破壊を引き起こすい

かなる行為も自制することを要請する。我々は，全ての国に対し，宇宙活動に対する有

害な干渉を回避するために，誠実に協力するための適切な手段をとるとともに，国際法

に合致する方法で，長期にわたり軌道上を周回する宇宙ゴミ（デブリ）の発生や拡散を

防止するために協力することを強く促す。 

６２． 我々は，宇宙政策や戦略に関する情報交換，時宜にかなった宇宙活動に関する情報

交換や通知，及び効果的な協議メカニズムといった，国連政府専門家会合報告書（Ａ／

６８／１８９，２０１３年７月２９日）における勧告に含まれる透明性・信頼醸成措置

の提案を実行可能な範囲で検証し実施することについて，我々のコミットメントを再確

認するとともに，全ての国に対し要請する。 

６３． 我々は，２０１８年までに国連宇宙空間平和利用委員会による明確で実践的かつ信

頼のおける宇宙活動の長期的持続可能性ガイドラインを速やかに完成させるための努

力を強く支持する。我々は同委員会の全ての参加国に対し，先に同委員会第５９会期及

び同委員会科学技術小委員会第５４会期の双方において達成された重要な成果に加え，

この目的に向けて建設的な役割を果たすことを促す。 


